


























































































































































































































































平均 億円 464 452 468 519 964 1,027 1,014 939 923
最大最小倍率 倍 45.6 47.7 49.8 51.4 50.3 52.5 53.5 53.1 52.8
標準偏差 億円 617.4 608.2 637.2 710.5 1301.5 1403.7 1393.4 1290.3 1273.0
変動係数 ％ 133.0 134.5 136.1 136.9 135.0 136.7 137.4 137.4 138.0
????????
加重平均 千円 14.6 16.8 17.3 19.2 35.7 38.0 37.5 34.8 34.2
最大最小倍率 倍 3.0 3.0 3.1 3.1 3.0 3.1 3.1 2.9 2.9
標準偏差 千円 3.5 3.5 3.7 4.1 7.4 8.0 8.0 7.1 7.0
変動係数 ％ 20.5 20.7 21.2 21.3 20.8 21.2 21.3 20.5 20.5
















































































































万人､ 兆円 構成比（％）万人､ 兆円 構成比（％）万人､ 兆円 構成比（％）
人　口 1,270 9.9 11,520 90.1 12,790 100.0
非納税義務者数 664 9.1 6,632 90.9 7,296 100.0
納税義務者数
700万円以下 564 10.6 4,741 89.4 5,305 100.0
700万円超 42 22.4 147 77.6 189 100.0
課税標準額
700万円以下 12.42 12.9 83.75 87.1 96.17 100.0
700万円超 7.38 26.3 20.64 73.7 28.02 100.0
算出税額
700万円以下 0.24 12.8 1.66 87.2 1.90 100.0
700万円超 0.18 26.1 0.50 73.9 0.67 100.0
所得割額
700万円以下 0.23 12.9 1.53 87.1 1.76 100.0
700万円超 0.17 26.1 0.49 73.9 0.66 100.0








年度 2006 07 08 09 10 11
実　績
東京都 100 193 199 196 180 179
道府県計 100 200 199 196 178 176
2006年度
課税構造維持
東京都 100 191 191 191 191 191



























































課税標準額 年度 2006 07 08 09 10 11
人口
東京都 100 101 102 103 104 104
道府県計 100 100 100 100 100  99
納税義務者数
700万円以下
東京都 100 102 104 106 105 105
道府県計 100 101 102 102  99  99
700万円超
東京都 100 105 109 108  98  96
道府県計 100 102 103 100  86  85
納税義務者あたり課税標準額
東京都 100 101 102  98  91  91
道府県計 100 100 100  97  91  91
課税標準額
700万円以下
東京都 100 103 105 103  98  98
道府県計 100 101 101 99  91  91
700万円超
東京都 100 106 111 104  89  89








700万円超  2.4％ 1.1％
計  8.6％ 4.2％
道府県計
700万円以下 13.5％ 6.9％
700万円超  2.8％ 1.4％
計 11.1％ 5.6％
（注）算定税額は、課税標準額に税率を適用し算出されたもので、税額控除や減免を経
て実際の所得割額となる
（資料）総務省自治税務局『市町村税課税状況等の調』、東京都総務局行政部市町村課『市
町村税課税状況等の調』、東京都総務局行政部区政課『市町村税課税状況等の調
（特別区関係）』により作成
５．今後の課題
三位一体の改革による道府県民税（所得割）への税源移譲及び定率化は、
全都道府県で大幅な税収増をもたらした。しかし、従来の２段階の税率
を両方とも引き上げるものであり、元々大幅な税収格差の是正を望める内
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容ではなかった。ただし、多少の税収格差是正にはつながるはずであり、
また定率減税廃止による是正効果が加わることで、その効果の強化が期待
できたはずである。しかし、三位一体の改革後の人口動態や、世界同時不
況をはじめとした経済変動で税収格差是正効果は霧消し、逆に拡大してし
まった。しかも、税源移譲及び定率化は、国庫支出金（国庫補助負担金）
や地方交付税・臨時財政対策債の縮小と一体でなされたものであり、財源
全体で見た格差は大幅に拡大することとなった。
今後、市町村民税（所得割）への税源移譲及び定率化について、同様の
分析を行うことで、税源移譲及び定率化による影響の全体像を描くことが
可能となる。ただし、三位一体の改革の影響が規模の面で大きかったのは
都道府県である。税源移譲についてはその72％が道府県民税向けのもの
で、市町村民税向けは28％分に過ぎない。これは、国庫補助負担金の改革
にあたり示した改革目標額を達成するために、規模の大きかった義務教育
費国庫負担金などに焦点を当てて削減したことが主な原因である。そうし
た削減規模の大きかった国庫補助負担金の多くが都道府県向けのものだっ
たことで、税源移譲のバランスもこうした姿になった。本来であれば、一
件の規模が小さい奨励的・財政援助的補助金こそが地方分権の推進という
観点で問題があり、それを丹念に精査すべきであった。そうすれば、市町
村分がもう少し大きな割合の税源移譲となったはずである。また、地方税
のなかの法人所得課税を縮小して、他の課税ベースを拡大することができ
れば、税収格差の是正には多大な効果を有したはずである８）。
今後の研究課題としては、より詳細に各自治体の動向を捉えることや、
分析の枠組みを拡大し、地方交付税や臨時財政対策債、そして国庫支出金
の分析を加えることが考えられる。また、同様の分析手法から、今後発生
すると想定される課題、すなわち地方消費税率引き上げによる影響や問題
点を予測することにも、取り組む必要があるだろう。
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注＊ 本稿は、中央大学経済研究所財政研究部会2012年度第６回研究会（2013年３月９日）
における報告の前半部分に基づいている。財政研究部会所属研究員による、報告への
建設的なコメント等に感謝する。なお、本稿に残る誤謬などは、すべて筆者の責任に
帰する。
１）ここでのデータは、総務省編『都道府県決算状況調』、総務省編『市町村別決算状況
調』、内閣府経済社会総合研究所『県民経済計算』により作成。なお、東京都につい
ては、都税として徴収した市町村税相当額（2011年度19,414億円）を控除した額で
推計している。
２）地方税制のなかで、税収格差を生む最大の要因は、法人所得課税である。例えば
道府県民税（法人税割）の2011年度における最大最小倍率は136.0倍、変動係数が
201.0％である。
３）「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」第４部の３．国と地方、において、
「国庫補助負担金、交付税、税源移譲を含む税源配分のあり方を三位一体で検討し、
それらの望ましい姿とそこに至る具体的な改革工程を含む改革案を、今後一年以内
を目途にとりまとめる」としていた。
４）児童手当は、2010 ・11年度は子ども手当、2012年度からは再び児童手当となり、国
庫負担割合は2/3に戻されている。
５）その後所得税の税率は改正され、2015年分から、1,800万円超4,000万円まで40％、4,000
万円超45％となった。
６）個人住民税（所得割）と所得税では人的控除額に差があるため、同じ所得金額でも
所得控除後の課税所得金額は個人住民税（所得割）の方が大きくなり、税率構造が
変わらないようにしただけでは各個人の負担する税額の合計が高くなる。この負担
増を調整するため、税源移譲及び定率化に合わせて調整控除が設けられた。調整控
除は、税源移譲及び定率化にあたり不可欠な仕組みなので、導入を前提に試算して
いる。
７）定率減税は、アジア通貨危機に対する景気対策のひとつとして1999年から実施され
たものである。
８）税収格差是正をもたらす具体的な税制改正の方策については、浅羽（2009）を参照
せよ。
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